
岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱 

 

   制定  令和 ４年 ７月 ８日付け岡農水第３２９号 

 

 

（趣旨） 

第１条 次世代を担う農業者となることを志向する経営開始直後の新規就農者に対して、就農後の

経営発展を図るため、予算の範囲内において経営発展支援事業助成金（以下「助成金」という。）

を交付するものとし、その交付に関しては、この要綱に定めるもののほか、新規就農者育成総合対

策実施要綱（令和４年３月２９日付け３経営第３１４２号農林水産事務次官依命通知。以下「国要

綱」という。）、新規就農者育成総合対策事業の運用について（令和４年４月１日農産第６８号岡

山県農林水産部長通知。以下「県運用」という。）、及び岡山市補助金等交付規則（昭和４８年市

規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるところによる。 

 

（交付対象者） 

第２条 助成金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、国要綱別記１の

第５の１に掲げるとおりとする。 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する者は、交付対象者としない。 

(1) 市税を完納していない者 

(2) 規則第２０条第１項各号に定める事由により補助金等の交付決定の取消しを受け、当該取消し

の日の属する年度の翌年度から起算して３年を経過していない者 

 

（助成対象事業） 

第３条 助成金の交付の対象となる事業内容は、国要綱別記１の第５の２の（１）に定める取組であ

って、且つ国要綱別記１の第５の２の（３）に掲げる基準を満たすものとする。 

 

（助成対象事業費） 

第４条 助成対象事業費は、前条の取組に必要な経費とする。 

２ 助成対象事業費は、1,000 万円を上限とする。ただし、国要綱別記２に規定する経営開始資金の

交付対象者の場合は、500 万円を上限とする。 

３ 夫婦で農業経営を開始し、以下の要件を満たす場合は、当該夫婦にかかる助成対象事業費は、前

項の助成対象事業費上限額に 1.5 を乗じて得た額（１円未満は切り捨て）を上限額とする。 

(1) 家族経営協定を締結しており、夫婦が共同経営者であることが規定されていること 

(2) 主要な経営資産を夫婦で共に所有し、又は借りていること 

(3) 夫婦共に国要綱別記１の第５の１の（６）に規定する人・農地プランに位置付けられた者等

であること 

 

（助成金の額等） 

第５条 助成金の額は、助成対象事業費の４分の３以内（千円未満は切り捨て）で、市長が定める額

とする。 

２ 助成対象事業が複数の機械・施設等を整備するものである場合、取組内容ごとに前項の計算によ

り得た額を合算した額とする。 

 

（要望調書） 

第６条 市長は、県知事に提出する国要綱別紙様式第１０号「市町村経営発展支援事業計画」別紙１

「令和４年度新規就農者育成総合対策（経営発展支援事業）の要望候補者リスト」の調整にあたり、

必要な資料の提出を、助成金の交付を受けようとする者に求めることができる。 

２ 助成金の交付を受けようとする者は、前項の規定により求められた書類を市長が定める期日ま

でに市長に提出しなければならない。 

 

（入札又は見積もり合わせ） 

第７条 助成金の交付を受けようとする者は、機械・施設等の購入先の選定に当たっては、原則とし



て一般競争入札の実施又は農業資材比較（ＡＧＵＭＩＲＵ「アグミル」）の活用等による複数の者

との見積もり合わせを行わなければならない。 

２ 交付対象者は前項の入札に参加しようとする者に対し、契約に係る指名停止等に関する申立書

（様式第１号）の提出を求めることとし、当該申立書の提出のない者については、入札に参加させ

てはならない。 

 

（経営発展支援事業計画等の承認申請） 

第８条 助成金の交付を受けようとする者は、農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）

に規定する青年等就農計画に経営発展支援事業申請追加資料（様式第２号）を添付したもの（以下

「経営発展支援事業計画等」という。）を市長に提出し、その承認を得なければならない。 

 

（経営発展支援事業計画等の承認） 

第９条 市長は，前条の規定による申請があったときは，経営発展支援事業計画等の内容について審

査し、第２条第１項に規定する要件を満たし，助成金を交付して経営発展を支援する必要があると

認めた場合は経営発展支援事業計画等を承認し、経営発展支援事業計画等承認書（様式第３号）に

より通知するものとする。 

２ 前項の審査に当たっては、必要に応じて、関係者で面接等を行うものとする。 

 

（経営発展支援事業計画等の変更申請） 

第１０条 前条第１項の承認を受けた者（以下「交付適格者」という。）は、経営発展支援事業計画

等に記載された内容を変更（市長が認める軽微な変更を除く。）し、中止し、又は廃止する場合は、

予め市長に計画の変更を申請し、承認を得なければならない。 

２ 前条の規定は、前項の申請があった場合について準用する。 

 

（助成金の交付申請）  

第１１条 交付適格者は、第９条第１項による承認後速やかに、経営発展支援事業助成金交付申請書

（様式第４号）（以下「交付申請書」という。）を作成し、市長に提出しなければならない。 

２ 交付申請書の提出に際しては，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 市税納付状況確認同意書(様式第５号) 

(2) 助成対象事業に係る経費の収支予算書 

(3) 助成対象事業が工事の施行にあっては実施設計書 

(4) その他市長が必要と認める書類 

３ 交付適格者は、第１項による交付申請書を提出するにあたって、当該助成金に係る消費税仕入控

除税額（助成対象事業費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６

３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額

に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に

補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これ

を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該助成金に係る消費税仕入控除税

額が明らかでない場合は、この限りでない。 

 

（交付の決定） 

第１２条 市長は、前条の規定により交付申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、適当

と認めるときは助成金の交付を決定し、交付適格者に対し経営発展支援事業助成金交付決定通知

書（様式第６号）により通知するものとする。 

 

（着手届） 

第１３条 助成対象事業の着手は、原則として前条の交付の決定に基づき行うものとする。ただし、

交付対象者が、交付の決定までのあらゆる損失等は自らの責任とした上で交付の決定前に着手す

る場合にあっては、その理由を明記した岡山市経営発展支援事業助成金の交付決定前着手届（様式



第７号）を市長に提出するものとする。 

２ 交付対象者は、助成対象事業に着手したときは速やかに、経営発展支援事業着手届（様式第８号）

を市長に提出しなければならない。 

 

（実績報告及び完了届） 

第１４条 交付対象者は、助成対象事業を完了したときは、速やかに経営発展支援事業実績報告書

（様式第９号）（以下「実績報告書」という。）及び経営発展支援事業完了届（様式第１０号）（以

下「完了届」という。）を作成し、市長に提出しなければならない。なお、完了届の提出は、事業

の完了を確認できる書類（納品書、工事完成引渡書等の写しなど）の提出に代えることができるも

のとする。 

２ 第１１条第３項のただし書きにより交付の申請をした交付対象者は、前項の実績報告書を提出

するにあたり、当該助成金に係る消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、これを助成金額

から減額して提出しなければならない。 

３ 第１１条第３項のただし書きにより交付の申請をした交付対象者は、第１項に規定する実績報

告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該助成金に係る消費税仕入控

除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した交付対象者については、その金

額が減じた額を上回る部分の金額）について、速やかに市長に報告しなければならない。 

４ 交付対象者は、当該助成金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合で

あっても、その状況等について、助成金の額の確定の日の翌年３月３１日まで（助成金の額の確定

の日が１月から３月の間の場合は、当年３月３１日まで）に、市長に報告しなければならない。こ

の場合において、当該助成金に係る消費税仕入控除税額がないときにあっては、消費税の申告状況

を確認できる書類（確定申告書の写し等）の提出をもって、報告に代えることができるものとする。 

５ 交付対象者は、予定の期間内に助成対象事業が完了しない場合、事業の遂行が困難となった場合

又は本事業により導入した機械・施設等の耐用年数が残存する間に使用が困難となった場合は、そ

の旨を速やかに市長に報告しなければならない。 

 

（助成金額の確定） 

第１５条 市長は、前条第１項の規定により実績報告書及び完了届の提出があったときは、その内容

を審査の上、適当と認めるときは助成金額の確定を行い、交付対象者に対し経営発展支援事業助成

金額確定通知書（様式第１１号）により通知するものとする。 

 

（助成金支払請求） 

第１６条 交付対象者は、前条に規定する助成金額の確定があったときは、経営発展支援事業助成金

支払請求書（様式第１２号）（以下「請求書」という。）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、速やかに交付対象者に助成金を支払うものとする。 

 

（就農報告） 

第１７条 交付対象者は、経営発展支援事業計画等に記載された取組の完了後に就農する場合は、就

農後１か月以内に就農届（様式第１３号）を、市長に提出しなければならない。ただし、国要綱別

記２の第６の１の（７）のエに規定する就農報告が、県運用第４の３の（１）のイの（ア）本文の

規定により行われ、県民局長から市長に当該報告内容の連絡があった場合、または、同項ただし書

きの規定による国要綱別記２の第６の２の（６）のアに基づく就農状況報告が市長に行われた場合、

当報告をもって提出したものとみなすことができる。 

 

（就農状況報告） 

第１８条 交付対象者は、事業実施の翌年度から経営発展支援事業計画等に定めた目標年度の翌年

度まで、毎年７月１５日及び１月１５日までにその直前の６か月（実績報告後１回目の報告におい

ては、実績報告後又は就農後からの期間）の就農状況報告（様式第１４号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 交付対象者等は、第２０条第３項の管理運営日誌又は利用簿等を、前項の報告時等、市長の求め



に応じ、各年度に少なくとも一度は、市長に提出するものとする。 

 

（住所等変更報告） 

第１９条 交付対象者は、経営発展支援事業計画等に定めた交付期間内に氏名、居住地や電話番号等

を変更した場合は、変更後１か月以内に住所等変更届（様式第１５号）を市長に提出しなければな

らない。ただし、国要綱別記２の第６の２の（６）のイに基づく住所等変更届を提出している場合

は、本報告を行ったものとみなすことができる。 

 

（財産の管理等） 

第２０条 交付対象者が導入した機械・施設等の処分を制限する期間（以下「処分制限期間」という。）

は、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年数表

を準用する。 

２ 交付対象者は、導入した機械等の管理状況を明確にするため財産管理台帳（様式第１６号）を備

え置くものとする。 

３ 交付対象者は、導入した機械等の管理運営状況を明らかにし、その効率的運用を図るため、管理

運営日誌又は利用簿等を適宜作成し、整備及び保存するものとする。なお、交付対象者は、過去に

他の補助事業により整備した機械・設備等についても、同様に適切な管理運営が行われるよう努め

なければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第２１条 交付対象者は、整備した機械等について、処分制限期間内に、助成金の交付の目的に反し

て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、財産処分の承認申請書

（様式第１７号）を提出し、市長の承認を受けなければならない。 

 

（災害の報告） 

第２２条 交付対象者は、整備した機械等について、処分制限期間内に天災その他の災害により被害

を受けたときは、直ちに市長に災害報告書（様式第１８号）を提出しなければならない。 

 

（増築等の報告） 

第２３条 交付対象者は、整備した機械等について、移転若しくは更新又は生産能力、利用規模、利

用方法等に影響を及ぼすと認められる変更を伴う増築、模様替え等を当該機械等の処分制限期間

内に行うときは、あらかじめ市長に増築等届（様式第１９号）を提出しなければならない。 

 

第２４条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年７月８日から施行する。 

  



様式第１号（第７条関係） 

 

契約に係る指名停止等に関する申立書 
 

 

令和  年  月  日 

 

経営体名 

代表者の役職及び氏名        様 

 

所在地 

商号又は名称 

代表者の役職及び氏名 

 

 

当社は、貴殿発注の○○契約の競争参加に当たって、当該契約の履行地域について、現在、農林水

産省の機関から○○契約に係る指名停止等の措置を受けていないことを申立てます。 

また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申立て

ません。 

 

 

（注）１ ○○には、「工事請負」、「物品・役務」のいずれかを記載すること。 

２ この申立書において、農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、地方支分

部局並びに農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センターをいう。ただし、北海道にあ

っては国土交通省北海道開発局、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局を含む。 

３ 「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）に基づく排除措置命令又は課徴金納付命令を

受けた者であって、その命令の同一事案において他者が農林水産省の機関から履行地域に

おける指名停止措置を受けた場合の当該公正取引委員会からの命令をいう。なお、当該命令

を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な期間を経過した場合は、こ

の限りでない。 

  



様式第２号（第８条関係） 

 

経営発展支援事業申請追加資料 
 

 

令和 年 月 日 

 

  岡山市長  様 

 

 

住 所  

氏 名             

（生年月日：  年  月  日：  歳） 

 

経営発展支援事業の実施について、関係書類を添えて承認申請します。 

なお、新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月２９日付け３経営第３１４２号農林水産

事務次官依命通知）及び岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱（令和４年７月８日付け岡農水第

３２９号）の規定を遵守し、農業経営に励むことを誓約します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［申請者］ 



１ 成果目標の取組 

※ 実施する項目に〇を記載してください。 

No. 項目 実施 

１ 研修 

① 農業生産に関して、自らが取り組もうとする作目

を含む研修を概ね 1年以上（概ね 1,200 時間以上）

受けている 

 

② 農業生産に関して、自らが取り組もうとする作目

について研修を概ね 1 年以上（概ね 1,200 時間以

上）受けている 

 

③ ①②に加え、販売・流通・マーケティングの知識、

帳簿や財務諸表の作成、労務管理等の農業経営に関

する研修を受けている 

 

２ 
サ ポ ー

ト体制 

① 地域サポート計画が策定されている  

② ①に加え、普及指導センターの普及指導活動の対

象者として選定されている 
 

③ ①の地域サポート計画の支援分野の全て※１につ

いて、担当機関・部署が明確になっている 
 

３ 

経 営 管

理 の 合

理化 

① 圃場等に農作業の記録（施肥量、農薬散布量、作

業時間等）を毎日つける 
 

② ①に加え、青色申告を実施する  

③ ②に加え、GAP 認証（第三者認証）を取得する  

４ 所得 

① 所得目標が250万円又は継承する経営の直近所得

から１割増の額のうちいずれか高い額(A)となって

いる 

 

② 所得目標が(A)の額から２割以上増の額となって

いる 
 

③ 所得目標が(A)の額から４割以上増の額となって

いる 
 

５ 家族経営協定を書面で締結している※２  

６ 農業版事業継続計画（BCP）を策定している  

７ データを活用した農業を実践する  

８ 農業経営を法人化する  

合計  

・ 目標として行う項目（No.３、４、７及び８）については、事業実施年度の４年

後の年度までに行うこととし、実施予定年度を併せて記載すること。 

※１ 支援分野は「技術・経営指導」、「農地確保支援」、「機械・施設等の確保支

援」、「資金相談」、「農業者による指導」、「販路支援」、「生活に係る支援

（住居、子育て等）」、「事務局・全体調整」。 

※２ 家族経営協定の必須項目は、農業経営の方針、農作業の役割分担、労働報酬、

労働時間・休日に関する事項とする。法人の場合は就業規則等、一人で農業経

営する場合は家族経営協定に類するものとして自らの働き方に関する規定を書

面で定めている場合に同協定を定めているものとみなす。 

 

 

  



 国要綱別記１の第５の１の（５）の場合 

目標とする取組 現状（令和○年） 目標（令和○年） 

□ 所得の10％以上増加 

□ 売上の10％以上増加 

□ 付加価値額の10%増加 

□ 生産コストの10％減少 

 

          円 

 

（割合：  ％） 

 

          円 

 

（割合：  ％） 

 

 

２ 事業の概要 

  別添のとおり 

 

事業着工（予定）年月日： 

事業完了（予定）年月日： 

 

 

 

 

 



※ ３以降については、国要綱別記２の経営開始資金の交付申請を行い、「経営開

始資金追加資料」を添付した場合に記入等は不要とする。 

 

３ メールアドレス 
 
 

 

４ 農業を始めようと思った理由 

 
 
 
 
 
 

 

５ 「人・農地プラン」への位置付け等 

集落又は地域名等 

 
□ 位置付けられている  

□位置付けられる見込み 

 農地中間管理機構から農地を □借り受けている □借り受ける見込み 

 

６ 経営開始資金又は農業次世代人材投資事業（経営開始型）の交付の有無 

交付を □過去に受けていた □現に受けている  

□受ける見込み   □受けない 

 

７ 就農準備資金又は農業次世代人材投資事業（準備型）の交付の有無 

交付を □過去に受けていた □現に受けている  

□受ける見込み   □受けない 

 

８ 過去の研修等の経験 

研修先  期間 
 年  月  日 ～   

    年  月  日 

 

９ そ の 他  

雇用就農資金による助成金の交付又は経営

継承・発展支援事業による補助金の交付 

□ 交 付 を 受 け て い る 又 は

受 け た こ と が あ る  

□ 交 付 を 受 け て い な い 又

は 受 け た こ と が な い  

 

 

 

 



添付書類 

別添１: 収支計画 

別添２: 履歴書 

別添３: 離職票の原本（離職票の提示が可能な場合） 

別添４: 経営を開始した時期を証明する書類（農地等の経営資産の取得時期が分かる書類等）  

＊１  

別添５: 経営を継承する場合は、従事していた期間が５年以内である事を証明する書類（過去の

経歴を証明する書類（就業証明書、卒業証明書、住民票（遠隔地に住んでいた場合）の

写しなど）  

別添６: 農地及び主要な農業機械・施設の一覧、農地の権利設定の状況が確認できる書類及び農

業機械・施設を自ら所有し、又は借りていることが確認できる書類＊１ 

別添７: 通帳の写し 

別添８: 顔写真付きの本人確認書類（運転免許証、パスポート等の写し） 

 

＊１  申請時に経 営 を開始している場 合 に限る。  

  



別添１ 

 収 支 計 画 

 

経営開始 

現状 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 
５年目 

(目標) 

(  年 月

～ 

年 月) 

(  年 月

～ 

年 月) 

(  年 月

～ 

年 月) 

(  年 月

～ 

年 月) 

(  年 月

～ 

年 月) 

(  年 月

～ 

年 月) 

農
業
収
入 

〇〇（作目） 

経営規模（a）       

生産量（kg）       

売上高（円）       

 

経営規模（a）       

生産量（kg）       

売上高（円）       

 

経営規模（a）       

生産量（kg）       

売上高（円）       

その他（雑収入等） 
※経営開始資金を除く（円） 

      

経営開始資金       

合計 

経営規模（a）       

① 収入計（円） 

（資金を除く） 
      

② 収入計（円） 

（資金を含む） 
      

農
業
経
営
費
（
円
） 

原材料費       

減価償却費       

出荷販売経費       

雇用労賃       

その他       

③ 支 出 計 （ 円 ）       

④ 差引金額（円）（①－③） 

（ 資 金 を 除 く ） 
      

⑤ 差引金額（円）（②－③） 

（ 資 金 を 含 む ） 
      

 

 

【参考】 

設備投資 
内 容       

金 額       

注: 経営の全部又は一部を継承する場合は、「現状」の欄に継承する経営の事業実施前々年の実績を記載すること。 
 

  

経営開始年数 



別添２ 

履歴書 

１ 氏名等 

(ふりがな)  

住 所 
〒□□□－□□□□ 

 

(ふりがな)  

連絡先 
〒□□□－□□□□ 

 

(ふりがな)  生 年 月 日 性別 電話番号 

氏名  
昭和 

平成 
年 月 日 (  歳) 

1.男 

2.女 

 

 

２ 家族構成 

氏 名 続柄 生年月日 住 所 

    

    

    

    

    

 

３ 学歴等 

 年 月 学歴・職歴(各別に記入) 
   

 
 
 

履 

 

歴 

      

      

      

      

   
年 月 免許・資格 

      

      

      

 

  



様式第２号別添 

個票（取得による機械・施設等の導入の取組用） 

 

機械・施設導入等計画書 
 

 

機械・施設等の導入の取組 

対象機械・ 

施設等 

機種・施設等名 

 

数量 

 

（単位） 

台・棟・式 

型式名等 

 

対象作物等 

 

利用（導入） 

面積 

 

保管場所 
 

現有機の有無等 

(有の場合：能力・取得年月・

台数など) 

 

物件取得見込額（税込み） （円） 

助成申請額（千円未満は切り捨て） （円） 

交付申請者負担額（税込み） （円） 

 
注１: 複数の機械・施設等の導入を行う場合には、機械・施設等ごとに、この計画書を作成して

ください。 

注２: 助成申請額は、物件取得見込額（税込み）の４分の３以内（千円未満は切り捨て）としてくだ

さい。 

注３: 別紙の調書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。 

注４: 添付書類は、以下のとおり。 

① 複数の販売会社の見積書の写し等（全社分） 

② その他市長が必要と認める資料 

 



様式第２号別添 

個票（リース方式による機械等の導入の取組用） 

 

機械・施設等リース計画書 
 

リース方式による機械等の導入の取組 

対象機械 

機種・施設等名  数量  （単位） 

台・棟・式 

型式名等  

対象作物  

利用面積  

現有機の有無 

(有の場合：能力・ 

取得年月・台数など) 

 

リース期間 
[ア] 開始日 ～ 終了日 ～ 

[イ] 借受日から  年間リース 

リース物件取得見込額（税抜き） [1]  （円） 

 うちオプション分（税抜き）  （円） 

リース期間終了後の残価設定 [2]   （円） 

リース料助成申請額（千円未満は切り捨て）   （円） 

リース諸費用（金利・保険料・消費税）    （円） 
 

うち税相当分   （円） 

機械利用者負担リース料（税込み）  （円） 

リース物件保管場所 

 

リース事業者名 

 

 

注１: リース期間は、[ア]、[イ]のいずれかを記入してください。 

注２: リース助成申請額は、Ａ、Ｂのいずれか小さい額を記入してください。（千円未満は切り捨て） 

Ａ: [1]×（リース期間／法定耐用年数）×３／４以内 

Ｂ:（[1]－[2]）×３／４以内 

注３: 複数の機械をリースする場合には、機械ごとにこの計画書を作成してください。 

注４: 別紙の調書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。 

注５: 添付書類は、以下のとおり。 

① 複数の販売会社の見積書の写し等（全社分） 

② その他市長が必要と認める資料 

 



様式第３号（第９条関係） 

 

 

第     号 

令和  年  月  日 

 

 

経営発展支援事業計画等承認書 
 

 

 住 所  

   氏 名   

 

 

岡山市長        

 

 

     年  月  日付けで承認申請のあった経営発展支援事業計画等承認申請について、

審査の結果、適当と認められるので承認し、岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱第９条第１

項の規定により通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第１１条関係） 

 

経営発展支援事業助成金交付申請書 

令和 年 月 日 

 

岡山市長  様 

 

住 所 

氏 名            

 

 

新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月２９日付け３経営第３１４２号農林水産事務次

官依命通知）別記１第６の３及び岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱第１１条の規定に基づき

交付を申請します。 

 

 

 

助成対象事業費         円 

経 営 発 展 支 援 事 業 

助 成 金 交 付 申 請 額 
       円 

 

 

 

経営発展支援事業助成金の振込口座 

金

融

機

関

店

舗

名

等 

 

 
銀行 信用金庫  信用組合 

労働金庫農業協同組合  

信用農業協同組合連合会 農林中金 

店・所 

出張所 

  

 
金融機関コード     支店コード    

 

預貯金の種類 普通 ･ 当座 
口座番号 

（右づめ） 
       

口座名義人 
（ふりがな） 

氏 名 

 

※金融機関の名称、支店名、口座番号が確認できるもの（通帳またはキャッシュカードの写し等）

を添付すること。 

 

 

 



様式第５号（第１１条関係） 

 

 

市税納付状況確認同意書 
 

 

 

                                                        令和  年  月  日    

 

 

岡山市長  様 

 

 

 

住 所 

氏 名            

 

 

 岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱による助成金の交付にあたり、市税納付状況の確認

を受けることに同意します。 

また、市税に滞納がある場合、経営発展支援事業助成金の交付を受けられないことについて、

何らの異議も述べないことを誓約します。 

 

 

 

  



様式第６号（第１２条関係） 

 

 

経営発展支援事業助成金交付決定通知書 
 

 

第     号 

令和  年  月  日 

 

申請者  住 所 

      氏 名 

 

 

岡山市長          印 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった経営発展支援事業助成金の交付については、次

のとおり交付が決定したので、岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱第１２条の規定により

通知する。 

 

 

交 付 の 可 否 可  ・  否 

助成対象事業費金額  

交 付 金 額                    円 

交 付 条 件 

１．助成対象事業の内容を変更し、中止し、又は廃止する場合は、

市長に計画の変更申請をして、承認を受けること。 

２．助成対象事業が予定の期間内に完了しないとき、又は遂行が

困難となったときは、すみやかに市長に報告してその指示を受

けること。 

３．就農報告、就農状況報告、住所等変更報告他の対応を、市長に

求められたときは、すみやかに従うこと。 

注: 上記の交付決定に対して不服がある場合は、この通知書受領の日から２０日以内に文書で申

請の取下げをすること。 

 
  



様式第７号（第１３条関係） 

令和  年  月  日 

 

 

 岡山市長  様 

 

 

住 所： 

氏 名：             

 

 

岡山市経営発展支援事業助成金の交付決定前着手届 

 
事業計画に基づく別添取組について、下記条件を了承の上、交付決定前に着手すること

としたので了知願います。 

 

記 

 

１ 交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等のあらゆる事由によって実施した

事業に損失を生じた場合、これらの損失は、取組主体が負担すること。 

２ 交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合にお

いても、異議がないこと。 

３ 当該事業については、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行

わないこと。 

 
別 添 
 

取組内容 

 
着手予定
年月日 

完了予定
年月日 

 
うち国費 うち県費 

      

 

理由 

 

 

 
 

注: 取組内容が複数ある場合は、全て記載すること。 

  

助成対象 

事業費 

［取組主体］ 



様式第８号（第１３条関係） 

 

経営発展支援事業着手届 
 

令和  年  月  日  

 

    岡山市長  様 

 

 

住 所 

氏 名            

 

 

経営発展支援事業にかかる助成対象事業について、下記のとおり着手しましたので、岡山市

経営発展支援事業助成金交付要綱第１３条第２項の規定により届け出ます。                                             

 

記 

 

指 令 年 月 日 年 月 日 指 令 番 号 岡山市指令 第  号 

助 成 年 度   

取組内容(機械名等)  

助成事業の施工場所 岡山市 

着 手 年 月 日 年 月 日 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 

注１: 施設導入の場合、工程表等を添付すること。 

注２: 取組内容が複数ある場合は、各々について届け出ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

- - - ( 担 当 課 使 用 欄 ) - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

 

届 出 事 項 

審 査 結 果 

 

 

 

 

 

  



様式第９号（第１４条関係） 

 

経営発展支援事業実績報告書 

令和 年 月 日 

 

岡山市長  様 

 

住 所 

氏 名            

 

 

新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月２９日付け３経営第３１４２号農林水産事務次

官依命通知）別記１第６の４及び岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱第１４条第１項の規定に

基づき報告します。 

 

指 令 年 月 日 年 月 日 指 令 番 号 岡山市指令 第  号 

助 成 年 度    

助成事業等の名称  

助成事業の施工場所 岡山市 

着 手 年 月 日 年 月 日 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 

注１: 着手年月日について、取組内容が複数ある場合は、最も早い着手年月日を記載すること。 

注２: 完了年月日について、取組内容が複数ある場合は、最も遅い完了年月日を記載すること。 

注３: 取組内容ごとの複数の入札書、または見積り書を添付すること。 

 

（経費内訳） 

取組内容 

事業に 

要した経費 

（A+B+C+D） 

負担区分 

備考 
国庫 

助成金 

（A） 

都道府県 

負担額

（B） 

その他 

（C） 

自己負担 

（D） 

  円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 

計       

注１: 取組内容の欄は、支援により行った取組を記載する。複数の取組を行っている場は、

取組ごとに記入する。 

注２: 備考欄には消費税仕入控除税額を減額した場合には「減額した金額○○○円」を、同

税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれ

ぞれ記入すること。 

 

 

 

  



様式第１０号（第１４条関係） 

 

経営発展支援事業完了届 
年  月  日  

 

  岡山市長  様 

 

 

住 所 

氏 名            

 

経営発展支援事業にかかる助成対象事業について、下記のとおり完了しましたので、岡山市経

営発展支援事業助成金交付要綱第１４条第１項の規定により届け出ます。 

 

記 

取組内容（機械名等）  

事 業 費 （ 円 ）           円 

着 工 住 所 岡山市 

着 工 年 月 日 年  月  日 完 了 年 月 日 年  月  日 

関係法令検査年月日     年  月  日 

   

   

しゅん工検査年月日     年  月  日 

引 き渡 し年 月 日     年  月  日 

請 負 等 業 者  工 事 管 理 者  

注１: 「関係法令検査年月日」欄から「工事管理者」欄までは工事を伴う場合のみ記載すること。 

注２: 必要に応じ、請負人等からの完了届の写しを添付すること。 

注３: 取組内容が複数ある場合は、各々について届け出ること。 

 

 

- - - ( 担 当 課 使 用 欄 ) - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

 

届 出 事 項 

審 査 結 果 

 

 

 

 

  



様式第１１号（第１５条関係） 

 

 

経営発展支援事業助成金額確定通知書 
 

 

第     号 

令和  年  月  日 

 

申請者  住 所 

      氏 名          様 

 

 

 

岡山市長        印 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった経営発展支援事業助成金の交付については、次

のとおり助成金額が確定したので、岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱第１５条の規定に

より通知する。 

 

指 令 年 月 日 年 月 日 指 令 番 号 岡山市指令 第  号 

助 成 年 度 年度  

助 成 金 の 交 付 決 定 通 知 額 円 

助 成 金 の 交 付 確 定 額 円 

（交付決定通知額）－（交付確定額） 円 

※ 上記の決定に不服がある場合は、この通知書受領の日から２０日以内に文書で申請の取

下げをすること。 

 

  



様式第１２号（第１６条関係） 

 

経営発展支援事業助成金支払請求書 
 

令和  年  月  日  

 

  岡山市長 様 

 

 

住 所 

氏 名            

 

 

岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱第１６条第１項の規定により、次のとおり請求します。 

指 令 年 月 日 年 月 日 指 令 番 号 岡山市指令 第  号 

助 成 年 度   

助成金の 
交付決定通知額 円 

交付確定額 円 

交 付 請 求 額 円 

添 付 書 類 経営発展支援事業助成金額確定通知書の写し 

 

  



様式第１３号（第１７条関係） 
 

就農届 

 

令和  年  月  日 

 

岡山市長 様 

 

住 所 

氏 名            

 

以下のとおり就農しましたので新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月２９日付け

３経営第３１４２号農林水産事務次官依命通知）別記１第６の５の（３）及び岡山市経営発展

支援事業助成金交付要綱第１７条の規定に基づきの規定に基づき就農届を提出します。 

 

添付書類 

〇農地及び主要な農業機械・施設の一覧 

〇農地の権利設定の状況が確認できる書類 

〇農業機械・施設を自ら所有し、又は借りていることが確認できる書類 

〇通帳の写し 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

就農した日 年 月 日 



様式第 1４号（第１８条関係） 

就農状況報告 

事業実施後○年目 （○月分） 
 

令和  年  月  日 

 

岡山市長 様 

 

住 所 

氏 名            

 

新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月２９日付け３経営第３１４２号農林水産事務

次官依命通知）別記１第６の５の（１）及び岡山市経営発展支援事業助成金交付要綱第１８条第

１項の規定に基づき就農状況報告を提出します。 

 

１．成果目標の取組 

※ 実施済みの項目に〇を記載してください。また、選択していない項目に－を記載して

ください。 

No. 項目 実施 

１ 
経営管理

の合理化 

① 圃場等に農作業の記録（施肥量、農薬散布量、作業時

間等）を毎日つける 
 

② ①に加え、青色申告を実施する  

③ ②に加え、GAP 認証（第三者認証）を取得する  

２ データを活用した農業を実践する  

３ 農業経営を法人化する  

合計  

 

 

２．国要綱別記１第５の１の（５）の場合 

目標とする取組 現状（令和○年） 目標（令和○年） 

□ 所得の10％以上増加 

□ 売上の10％以上増加 

□ 付加価値額の10%増加 

□ 生産コストの10％減少 

         円 

 

（割合：  ％） 

         円 

 

（割合：  ％） 



※ ３以降については、国要綱別記２の経営開始資金の交付を受ける場合は、別紙様式第９－１

号の就農状況報告（独立・自営就農）(注)を添付した場合に記入等は不要とする。(注)岡山市経営開

始資金交付要綱の制定後は、同要綱に定める就農状況報告様式 

 

３．営農実績報告 

作物・部門名 作付面積（a）・飼養頭数等 

  

  

    

  

  

合計  

農業経営の

構成（交付

対象者本

人・家族労

働力等） 

氏名 年齢 

交付対象者 

との続柄 
（法人経営にあ

っては役職） 

年間の 

農業従事

日数※ 

担当業務 

  本人   

     

     

     

     

雇用労働力 日×   人 ＝１人×   日  
※１日の農業従事時間を８時間で換算 

 

 

４．経営規模の報告 

経営耕地 

区分 面積（a） 

所有地 
 

借入地  

特定作業受託 

作目 作業内容 
実績 

作業受託面積等 生産量 

    

    

作業受託 

作目 作業内容 実績（作業受託面積等） 

   

   

単純計   

換算後   

※ 「特定作業受託」欄に、作目別に、主な基幹作業を受託する農地（申請者が当該農地に係る

収穫物についての販売委託を引き受けることにより販売名義を有し、かつ、当該販売委託を引

き受けた農産物に係る販売収入の処分権を有するものに限る。）の作業受託面積等、生産量を

記載する。 

「作業受託」欄に、「特定作業受託」欄に記載した作業受託以外の作業受託について、記

載。作目別、基幹作業別に、作業受託面積を記載するとともに、「換算後」欄に「作業受託面

積÷作業数」により換算した面積を記載する。 



５．地域のサポート体制について 
 専 属 担 当 者（経営・技術） 専属担当者（営農資金） 専属担当者（農地） 

氏名又は

職名 

   

 

相談実績又は今後相談したいことについて 
 

 

 

 

 
 

６．報告対象期間における都道府県主催の新規就農者等交流会（※）への参加につ

いて（どちらかにチェックする。） 

※別記１の第７の３に規定する都道府県が開催する新規就農者等の交流会 

 
参加した 

 
参加しなかった 

 

（「参加した」にチェックした場合は以下も記載する。） 

参加した回数 回 

交流会の内容 

（対象者、実施内容など） 

 

 

７．農業共済その他農業関係の保険への加入状況について 

（どちらかにチェックする。） 
 

加入している 

 
加入していない 

 

（「加入している」にチェックした場合は以下も記載する。） 

加入している農業共済等の名称  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８．計画達成に向けた今後の課題と改善に向けた取組 
（青年等就農計画及び別紙様式第２号の別添１の収支計画の達成に向けた課題、改善策並び

にその取組状況を記載する。） 

計画達成に 

向けた課題 

改善策 

（課題解決に向けた改善策

を具体的に記入） 

改善策の取組状況等 

（改善策の取組状況及び結

果並びに課題の解決状況を

具体的に記入） 

   

   

   

 

添付書類 

  別添 １．作業日誌の写し（夫婦で助成を受けた場合は、それぞれの作業従事状況（作業日、

作業内容、作業時間が分かるよう作成すること） 

２．決算書 

３．確定申告時の青色申告決算書（白色申告者は、収支内訳書）の写し（７月の報告の際

のみ添付する。） 

４．通帳及び帳簿の写し  

５．農地及び主要な農業機械・施設の一覧、農地の権利設定の状況が確認できる書類及

び農業機械・施設を自ら所有し、又は借りていることが確認できる書類(※) 

（変更がない場合、２回目以降の報告の際は省可。） 

 
  (※) １回目の報告の際のみ添付する（就農届（様式第１３号）で既に提出した書類等から変

更がない場合、省略することができる）。 



別添１ 

  
氏名：            

作業日誌 

月 日 作 業 内 容 作業時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 月  日（ ）  時間 

 合 計 時間（   日） 

※上記内容（作業日、作業内容、作業時間）が記載された作業日誌であれば、本様式に限らない。 

※夫婦で助成を受けた場合や複数の新規就農者が新たに立ち上げた農業法人の場合は、それぞれの作業従事状況

（作業日、作業内容、作業時間）が分かるよう、別々に作成すること。 

※作業受託がある場合は、特定作業受託の作業か作業受託の作業か分かるように記載すること。 

※時間を日数に換算する際は、１日の農業従事時間を８時間として換算すること。 

 

  



別添２ 

決算書 

（◯年目  年 月～  年 月） 
 計画※ 

経営開始〇年目 

a 

実績 

ｂ 

実績／計画 

ｂ ／ ａ 

農
業
収
入 

○○（作目） 

経営規模    

生産量    

売上高（円）    

 

経営規模    

生産量    

売上高（円）    

 

経営規模    

生産量    

売上高（円）    

その他（雑収入等） 

※資金を除く（円） 

   

経営開始資金（円）    

① 収入計（円）（資金を除く）    

② 収入計（円）（資金を含む）    

 

農
業
経
営
費
（
円
） 

原材料費    

減価償却費    

出荷販売経費    

雇用労賃    

その他    

③ 支 出 計（円）    

④ 差引金額（円）（①－③） 

（資金を除く） 
   

⑤ 差引金額（円）（②－③） 

（資金を含む） 
   

⑥ 

控
除 

専従者給与 

（配偶者のみ。親等は雇用労賃） 
   

青色申告特別控除    

⑦ 農業所得（円）（⑤－⑥）    

 

⑧ 農外所得（円） 
給与所得    

その他の所得    

⑨ 総所得（円）(⑦＋⑧）    

 
 

 

【参考】 

設備投資 
内  容    

金  額    

 

※計画欄には、別紙様式第１号の別添１の収支計画に記載の該当年の計画値を記載すること。 

  



様式第1５号（第1９条関係） 

 

住所等変更届 

 

令和  年  月  日 

 

 

岡山市長 様 

 

住 所 

氏 名            

 

 

新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月２９日付け３経営第３１４２号農林

水産事務次官依命通知）別記１第６の５の（２）及び岡山市経営発展支援事業助成金交付要

綱第１９条の規定に基づき住所等変更届を提出します。 

 

変更前 
氏名 

住所 

電話番号 

 

その他（ ） 

変更後 
氏名 

住所 

電話番号 

 

その他（ ） 

添付書類：変更後の住所を証明する書類（運転免許証、住民票の写し等） 

  



様式第1６号（第２０条関係） 

 

財 産 管 理 台 帳 
 
助成対象者名          

 

事業実施年度  事業名 新規就農者育成総合対策（経営発展支援事業） 

事業の内容 事業実施期間 経費の配分 処分制限期間 処分の状況 

摘要 
機械等名 型式等 

設置場所 

又  は 

施工場所 

着 工

年月日 

完 了

年月日 

事業費 

（円） 

負担区分（円） 
耐用 

年数 

処分制限 

年 月 日 

承 認 

年月日 

処分の 

内 容 
経営発展支援事業助成金 

自己資金 その他 
国費 県費 

               

               

               

 

 

 

              

注１: 処分制限期間は、新品の場合は法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年３月31日大蔵省令第15号）第１条第１項に規定する耐用年数をいう。）、中

古機械・施設等の場合は中古耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令第３条に規定する耐用年数をいう。）に基づく。 

注２: 処分制限年月日欄は、処分制限の終期を記入すること。 

注３: 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付、担保提供等の別に記入すること。 

注４: 備考欄には、譲渡先、貸付先、抵当権等の設定権者の名称又は補助金の返還額を記入すること。 

注５: この様式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。 



様式第１７号（第２１条関係） 

 

財産処分の承認申請書 

 

令和  年  月  日 

 

 

岡山市長  様 

 

住 所 

氏 名            

 

 

     年度において、新規就農者育成総合対策経営発展支援事業で導入した機械、設備等を

処分（目的外使用、譲渡、交換、貸付、担保）する必要が生じましたので、下記のとおりその承認

を申請します。 

 

記 

 

１ 承認申請の理由 

 

２ 承認申請に係る機械等の概要 

（１）地区名 

（２）機械等の所在地 

（３）機械等の構造、規格、規模等 

（４）事業費 

  ア 補助金 

  イ その他の負担金 

（５）取得年月日（耐用年数、経過年数） 

 

３ 承認申請に係る事項 

（１）処分予定時期 

（２）処分（目的外使用、譲渡、交換、貸付、担保）の概要 

  ア 機械等の処分方法及び処分後の利用（稼働）計画 

  イ 処分に伴う条件等 

    （例）処分に伴う補助金相当額について返納致します。 

  ウ 処分額又は処分するために必要とする改造等の内容及び所要事業費 

（３）その他 

[添付書類] 

 １ 財産管理台帳の写し 



 ２ その他市長が必要と認める書類 

 

（注）交換の場合にあっては、３の（３）を（４）とし、（２）の次に次の事項を追加する。 

 （３）交換の対象機械等の概要 

   ア 機械等の所在地 

   イ 機械等の構造、規格、規模等 

   ウ 取得予定価格及び取得方法 

   エ 機械等の利用計画 

   オ 交換に伴う条件等 

  



様式第１８号（第２２条関係） 

 

災害報告書 
 

令和  年  月  日 

 

岡山市長  様 

 

住 所 

氏 名            

 

 

     年度において、新規就農者育成総合対策経営発展支援事業で導入した機械、設備等が

被災したので、報告いたします。 

 

                                          記 

 

１ 被災機械等の概要 

（１）地区名 

（２）機械等の所在地 

（３）機械等の構造及び規格、規模等 

（４）事業費 

  ア 補助金 

  イ その他の負担金 

（５）取得年月日 

 

２ 災害の概要 

（１）災害の原因 

 （例） 年 月 日台風第○○号による強風（○○気象台調べ ○時○分  ｍ／ｓ（瞬間風速）） 

 

 

（２）被災の程度 

 （例）○○㎡の被覆材及びパイプの破損  破損見積額○○円 

 

 

３ 被害見積価格（復旧可能なものにあっては、復旧見込額） 

 

 

４ その他（災害復旧計画及び資金計画） 

 

 



［添付資料］ 

 １ 支援計画の写し 

 ２ 財産管理台帳の写し 

 ３ 管理運営規程 

 ４ その他市長が必要と認める書類 

  



様式第１９号（第２３条関係） 

 

増築（模様替え、移転、更新等）届 

 

令和  年  月  日 

 

岡山市長  様 

 

住 所 

氏 名            

 

     年度において、新規就農者育成総合対策経営発展支援事業で導入した機械、設備等を増築

（模様替え、移転、更新等）したいので、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 増築の理由 

 

２ 増築に係る機械等の概要 

（１）地区名 

（２）機械等の所在地 

（３）機械等の構造、規格、規模等 

（４）事業費 

  ア 補助金 

  イ その他の負担額 

（５） 取得年月日 

 

３ 増築の概要 

（１）増築 

（例）増築 鉄骨スレート葺○○㎡ 事業費○○千円、増設○○ライン ○○箱／日処理  事業費○○

千円 

（２）事業費の負担区分 

（３）着工予定時期 

（４）増築の効果 

 

 

 

 

 

 ［添付資料］ 



  １ 支援計画書の写し 

  ２ 処理能力計算書 

  ３ 経営収支計画 

  ４ 建物平面図及び側面図並びに増設配置図 

  ５ 財産管理台帳の写し 

  ６ その他市町村長が必要と認める書類 

 

 


